
議案第５５号  

甲賀市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を提出する。   

令和４年８月３０日  

甲賀市長  岩 永 裕 貴   



甲賀市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

甲賀市職員の育児休業等に関する条例（平成１６年甲賀市条例第２７号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第３号中「次のいずれかに該当する非常勤職員」を「非常勤職員であって、

次のいずれかに該当するもの」に改め、同号ア（ア）中「第２条の４」を「当該子

の出生の日から第３条の２に規定する期間内に育児休業をしようとする場合にあっ

ては当該期間の末日から６月を経過する日、第２条の４」に、「、２歳」を「当該

子が２歳」に改め、同号イ中「第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職

員（その養育する子が１歳に達する日（以下この号及び同条において「１歳到達日」

という。）（当該子について当該非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされた

日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）において

育児休業をしている非常勤職員に限る。）」を「次のいずれかに該当する非常勤職

員」に改め、同号イの次に次のように加える。 

（ア） その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という。）

（当該子について当該非常勤職員が第２条の３第２号に掲げる場合に該当

してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である

場合にあっては、当該末日とされた日。以下（ア）において同じ。）にお

いて育児休業をしている非常勤職員であって、同条第３号に掲げる場合に

該当して当該子の１歳到達日の翌日を育児休業の期間の初日とする育児休

業をしようとするもの 

（イ） その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている

場合であって、当該任期を更新され、又は当該任期の満了後引き続いて特

定職に採用されることに伴い、当該育児休業に係る子について、当該更新

前の任期の末日の翌日又は当該採用の日を育児休業の期間の初日とする育

児休業をしようとするもの 

 第２条第３号ウを削る。 

 第２条の３第３号中「養育するため、非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該子

を養育する非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤

職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方

等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、



当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業

の期間の末日とされた日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日（当該子の

１歳到達日後の期間においてこの号に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児

休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新

され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該

任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする

育児休業をしようとする場合であって、」を「養育する非常勤職員が、」に、「と

き」を「場合（当該子についてこの号に掲げる場合に該当して育児休業をしている

場合であって第３条第７号に掲げる事情に該当するときにあってはイ及びウに掲げ

る場合に該当する場合、規則で定める特別の事情がある場合にあってはウに掲げる

場合に該当する場合）」に改め、同号イを同号ウとし、同号ア中「当該非常勤職員

がする」を「当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする」に、「当該配偶

者がする」を「当該配偶者が同号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当して

する」に改め、同号アを同号イとし、同号にアとして次のように加える。 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号に掲げる場

合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合

若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日と

された日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた

日（当該育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末

日とされた日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日（当該配偶者が

この号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当して地方等育児休業をす

る場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前

の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

 第２条の３第３号に次のように加える。 

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員

が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該

子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）後の期間に

おいてこの号に掲げる場合に該当して育児休業をしたことがない場合 

第２条の４中「養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６月到達日の翌日（当

該子の１歳６月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任期の末日を



育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が

更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、

当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日と

する育児休業をしようとする場合であって、次の各号」を「養育する非常勤職員が、

次の各号に掲げる場合」に、「とき」を「場合（当該子についてこの条の規定に該

当して育児休業をしている場合であって次条第７号に掲げる事情に該当するときに

あっては第２号及び第３号に掲げる場合に該当する場合、規則で定める特別の事情

がある場合にあっては同号に掲げる場合に該当する場合）」に改める。 

第２条の４中第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、第１号として次の１号

を加える。 

（１） 当該非常勤職員が当該子の１歳６月到達日の翌日（当該非常勤職員の配

偶者がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場合に該当して地方等育児

休業をする場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌

日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

第２条の４に次の１号を加える。 

（４） 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６月到達日後の期間に

おいてこの条の規定に該当して育児休業をしたことがない場合 

 第２条の５を削る。 

 第３条中第５号を削り、第６号を第５号とし、同条第７号中「第２条の４」を「前

条」に改め、同号を同条第６号とし、同条第８号中「その任期」を「任期を定めて

採用された職員であって、当該任期」に、「非常勤職員」を「もの」に、「育児休

業に係る子について、当該任期が」を「任期を」に、「に特定職に引き続き」を「引

き続いて特定職に」に、「当該任期の末日」を「当該育児休業に係る子について、

当該更新前の任期の末日」に、「当該引き続き採用される日」を「当該採用の日」

に改め、同号を同条第７号とする。 

 第３条の次に次の１条を加える。 

（育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準として条例で

定める期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準とし

て条例で定める期間は、５７日間とする。 



第１０条第６号中「育児休業等計画書」を「育児短時間勤務計画書」に改める。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行日前に育児休業等計画書を提出した職員に対するこの条例によ

る改正前の第３条（第５号に係る部分に限る。）及び第１０条（第６号に係る部

分に限る。）の規定の適用については、なお従前の例による。 
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議案第５５号参考資料 

甲賀市職員の育児休業等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

（１）及び（２） （略） （１）及び（２） （略） 

（３） 非常勤職員であって、次のいずれかに該当するもの以外の非

常勤職員 

（３） 次のいずれかに該当する非常勤職員              以外の非

常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

（ア） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子

をいう。以下同じ。）が１歳６月に達する日（以下「１歳６月

到達日」という。）（当該子の出生の日から第３条の２に規定

する期間内に育児休業をしようとする場合にあっては当該期間

の末日から６月を経過する日、第２条の４の規定に該当する場

合にあっては当該子が２歳に達する日）までに、その任期（任

期が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満了するこ

と及び引き続いて任命権者を同じくする職（以下「特定職」と

いう。）に採用されないことが明らかでない非常勤職員 

（ア） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子

をいう。以下同じ。）が１歳６月に達する日（以下「１歳６月

到達日」という。）（第２条の４                           

                                                        

                                     の規定に該当する場

合にあっては、２歳      に達する日）までに、その任期（任

期が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満了するこ

と及び引き続いて任命権者を同じくする職（以下「特定職」と

いう。）に採用されないことが明らかでない非常勤職員 

（イ） 勤務日の日数を考慮して規則で定める非常勤職員 （イ） 勤務日の日数を考慮して規則で定める非常勤職員 

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員                        イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養
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育する子が１歳に達する日（以下この号及び同条において「１歳

到達日」という。）（当該子について当該非常勤職員がする育児

休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合

にあっては、当該末日とされた日）において育児休業をしている

非常勤職員に限る。） 

（ア） その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」

という。）（当該子について当該非常勤職員が第２条の３第２

号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた

日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日と

された日。以下（ア）において同じ。）において育児休業をし

ている非常勤職員であって、同条第３号に掲げる場合に該当し

て当該子の１歳到達日の翌日を育児休業の期間の初日とする育

児休業をしようとするもの 

 

（イ） その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業

をしている場合であって、当該任期を更新され、又は当該任期

の満了後引き続いて特定職に採用されることに伴い、当該育児

休業に係る子について、当該更新前の任期の末日の翌日又は当

該採用の日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようと

するもの 

 

 ウ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をして

いる非常勤職員であって、当該育児休業に係る子について、当該

任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用
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されることに伴い、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用

される日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする

もの 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） （育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に

掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に

掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

（１）及び（２） （略） （１）及び（２） （略） 

（３） １歳から１歳６月に達するまでの子を養育する非常勤職員が、

                                                            

                                                            

                                                            

                                                            

                                                            

                                                            

                                                            

                                                            

                                                            

                                                            

                                                            

                                                            

              次に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子

についてこの号に掲げる場合に該当して育児休業をしている場合で

（３） １歳から１歳６月に達するまでの子を養育するため、非常勤

職員が当該子の１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に

掲げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が

同号に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方

等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である

場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日

とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なる

ときは、そのいずれかの日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期

間においてこの号に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休

業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当

該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用

されるものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採

用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとす

る場合であって、次に掲げる場合のいずれにも該当するとき       
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あって第３条第７号に掲げる事情に該当するときにあってはイ及び

ウに掲げる場合に該当する場合、規則で定める特別の事情がある場

合にあってはウに掲げる場合に該当する場合） 当該子の１歳６月

到達日 

                                                            

                                                            

                                           当該子の１歳６月

到達日 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号

に掲げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶

者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してす

る地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日

後である場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業の

期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされ

た日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日（当該配偶者

がこの号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当して地方等

育児休業をする場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末

日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育

児休業をしようとする場合 

 

イ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該

非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の

末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、

当該末日とされた日）において育児休業をしている場合又は当該

非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達日（当該配偶者が同号に

掲げる場合又はこれに相当する場合に該当してする地方等育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合に

あっては、当該末日とされた日）において地方等育児休業をして

ア 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該

非常勤職員がする                          育児休業の期間の

末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、

当該末日とされた日）において育児休業をしている場合又は当該

非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達日（当該配偶者がする   

                                              地方等育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合に

あっては、当該末日とされた日）において地方等育児休業をして
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いる場合 いる場合 

ウ （略） イ （略） 

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該

非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の

末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、

当該末日とされた日）後の期間においてこの号に掲げる場合に該

当して育児休業をしたことがない場合 

 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） （育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６月

から２歳に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次の各号に掲げ

る場合                                                        

                                                              

                                                              

                                                              

                                                              

                                                        のいず

れにも該当する場合（当該子についてこの条の規定に該当して育児休

業をしている場合であって次条第７号に掲げる事情に該当するときに

あっては第２号及び第３号に掲げる場合に該当する場合、規則で定め

る特別の事情がある場合にあっては同号に掲げる場合に該当する場

合）とする。 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６月

から２歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の１

歳６月到達日の翌日（当該子の１歳６月到達日後の期間においてこの

条の規定に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育

児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は当

該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該

任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間

の初日とする育児休業をしようとする場合であって、次の各号のいず

れにも該当するとき                                            

                                                              

                                                              

                                                           

  とする。 

（１） 当該非常勤職員が当該子の１歳６月到達日の翌日（当該非常  



6/8 

勤職員の配偶者がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場合

に該当して地方等育児休業をする場合にあっては、当該地方等育児

休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の

初日とする育児休業をしようとする場合 

（２） （略） （１） （略） 

（３） （略） （２） （略） 

（４） 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６月到達日

後の期間においてこの条の規定に該当して育児休業をしたことがな

い場合 

 

 （育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期間を基準

として条例で定める期間） 

第２条の５ 育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期

間を基準として条例で定める期間は、５７日間とする。 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） （育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情

は、次に掲げる事情とする。 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情

は、次に掲げる事情とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

 （５） 育児休業（この号の規定に該当したことにより当該育児休業

に係る子について既にしたものを除く。）の終了後、３月以上の期

間を経過したこと（当該育児休業をした職員が、当該育児休業の承

認の請求の際育児休業により当該子を養育するための計画について

育児休業等計画書により任命権者に申し出た場合に限る。）。 
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（５） （略） （６） （略） 

（６） 第２条の３第３号に掲げる場合又は前条   の規定に該当

すること。 

（７） 第２条の３第３号に掲げる場合又は第２条の４の規定に該当

すること。 

（７） 任期を定めて採用された職員であって、当該任期の末日を育

児休業の期間の末日とする育児休業をしているもの      が、当該

任期を                              更新され、又は当該任期の

満了後引き続いて特定職に採用されることに伴い、当該育児休業に

係る子について、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の日 

            を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとす

ること。 

（８） その任期                                    の末日を育

児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員が、当該

育児休業に係る子について、当該任期が更新され、又は当該任期の

満了後に特定職に引き続き採用されることに伴い、当該任期の末日 

                                      の翌日又は当該引き続き

採用される日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとす

ること。 

（育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準と

して条例で定める期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間

を基準として条例で定める期間は、５７日間とする。 

 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しない場

合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情） 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しない場

合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情） 

第１０条 育児休業法第１０条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。 

第１０条 育児休業法第１０条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。 

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略） 

（６） 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当該育

児短時間勤務に係る子について既にしたものを除く。）の終了後、

３月以上の期間を経過したこと（当該育児短時間勤務をした職員が、

（６） 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当該育

児短時間勤務に係る子について既にしたものを除く。）の終了後、

３月以上の期間を経過したこと（当該育児短時間勤務をした職員が、
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当該育児短時間勤務の承認の請求の際育児短時間勤務により当該子

を養育するための計画について育児短時間勤務計画書により任命権

者に申し出た場合に限る。）。 

当該育児短時間勤務の承認の請求の際育児短時間勤務により当該子

を養育するための計画について育児休業等計画書    により任命権

者に申し出た場合に限る。）。 

（７） （略） （７） （略） 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ この条例の施行日前に育児休業等計画書を提出した職員に対するこ

の条例による改正前の第３条（第５号に係る部分に限る。）及び第１０

条（第６号に係る部分に限る。）の規定の適用については、なお従前の

例による。 

 

 



議案第５６号 

甲賀市福祉医療費助成条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の議案を提出する。 

令和４年８月３０日 

甲賀市長  岩 永 裕 貴  



   甲賀市福祉医療費助成条例の一部を改正する条例 

 甲賀市福祉医療費助成条例（平成１６年甲賀市条例第９０号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第２条第７号イを次のように改める。 

  イ ７０歳に達する日の翌日の属する月の翌月（その日が月の初日であるとき

は、その日の属する月）から７５歳に達する日までの間にある者 

 第３条第２項第１号ア中「健康保険法第７４条第１項第２号」を「健康保険法第

７４条第１項第２号に規定する場合に該当するものとして同項」に改め、同号イ中

「高齢者の医療の確保に関する法律第６７条第１項」を「高齢者の医療の確保に関

する法律第６７条第１項第１号に規定する場合に該当するものとして同項」に改め

る。 

   付 則 

 この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 
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議案第５６号参考資料 

甲賀市福祉医療費助成条例新旧対照表 

改正案 現行 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

（１）～（６） （略） （１）～（６） （略） 

（７） ひとり暮らし高齢寡婦 母子及び父子並びに寡婦福祉法第６

条第４項に規定する寡婦のうち、ひとり暮らしの状態がおおむね１

年以上継続しており、かつ、今後も継続すると見込まれる者であっ

て、次のいずれかに該当するもの（高齢者の医療の確保に関する法

律（昭和５７年法律第８０号）に規定する後期高齢者医療広域連合

が行う後期高齢者医療の被保険者を除く。）をいう。 

（７） ひとり暮らし高齢寡婦 母子及び父子並びに寡婦福祉法第６

条第４項に規定する寡婦のうち、ひとり暮らしの状態がおおむね１

年以上継続しており、かつ、今後も継続すると見込まれる者であっ

て、次のいずれかに該当するもの（高齢者の医療の確保に関する法

律（昭和５７年法律第８０号）に規定する後期高齢者医療広域連合

が行う後期高齢者医療の被保険者を除く。）をいう。 

ア ６５歳に達する日の翌日の属する月の翌月（その日が月の初日

であるときは、その日の属する月）から７０歳に達する日の翌日

の属する月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月

の前月）までの間にある者 

ア ６５歳に達する日の翌日の属する月の翌月（その日が月の初日

であるときは、その日の属する月）から７０歳に達する日の翌日

の属する月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月

の前月）までの間にある者 

イ ７０歳に達する日の翌日の属する月の翌月（その日が月の初日

であるときは、その日の属する月）から７５歳に達する日までの

間にある者 

イ 平成２６年４月１日以後に７０歳に達した者 

（８）～（１１） （略） （８）～（１１） （略） 
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（助成の範囲） （助成の範囲） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、ひとり暮らし高齢寡婦及び第２条第３号

オに規定する者（以下「障害３級該当者」という。）に係る医療費の

助成は、次に掲げるところによるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、ひとり暮らし高齢寡婦及び第２条第３号

オに規定する者（以下「障害３級該当者」という。）に係る医療費の

助成は、次に掲げるところによるものとする。 

（１） ひとり暮らし高齢寡婦に係る医療費は、前項の規定により算

出した額から次のア又はイに掲げる者の区分に応じ、それぞれア又

はイに定める額（以下「一部負担金相当額等」という。）を控除し

た額を福祉医療費として助成する。 

（１） ひとり暮らし高齢寡婦に係る医療費は、前項の規定により算

出した額から次のア又はイに掲げる者の区分に応じ、それぞれア又

はイに定める額（以下「一部負担金相当額等」という。）を控除し

た額を福祉医療費として助成する。 

ア 第２条第７号アに規定する者 健康保険法第７４条第１項第２

号に規定する場合に該当するものとして同項の規定の例により算

定した一部負担金に相当する額及び同法第８８条第１項に規定す

る指定訪問看護事業者による指定訪問看護（以下「指定訪問看護」

という。）を受けた場合にあっては、同条第４項に規定する厚生

労働大臣が定める算定方法により算定した額 

ア 第２条第７号アに規定する者 健康保険法第７４条第１項第２

号                                     の規定の例により算

定した一部負担金に相当する額及び同法第８８条第１項に規定す

る指定訪問看護事業者による指定訪問看護（以下「指定訪問看護」

という。）を受けた場合にあっては、同条第４項に規定する厚生

労働大臣が定める算定方法により算定した額 

イ 第２条第７号イに規定する者 高齢者の医療の確保に関する法

律第６７条第１項第１号に規定する場合に該当するものとして同

項の規定の例により算定した一部負担金に相当する額及び指定訪

問看護を受けた場合にあっては、同法第７８条第４項に規定する

厚生労働大臣が定める算定方法により算定した額 

イ 第２条第７号イに規定する者 高齢者の医療の確保に関する法

律第６７条第１項                                       

 の規定の例により算定した一部負担金に相当する額及び指定訪

問看護を受けた場合にあっては、同法第７８条第４項に規定する

厚生労働大臣が定める算定方法により算定した額 

（２） （略） （２） （略） 

３～５ （略） ３～５ （略） 
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   付 則  

この条例は、令和４年１０月１日から施行する。  

 

 



議案第５７号 

甲賀市老人福祉医療費助成条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の議案を提出する。 

令和４年８月３０日 

甲賀市長  岩 永 裕 貴  



   甲賀市老人福祉医療費助成条例の一部を改正する条例 

 甲賀市老人福祉医療費助成条例（平成１６年甲賀市条例第１０１号）の一部を次

のように改正する。 

 第２条第１号イを次のように改める。 

  イ ７０歳に達する日の翌日の属する月の翌月（その日が月の初日であるとき

は、その日の属する月）から７５歳に達する日までの間にある者 

 第３条第１項第１号中「健康保険法第７４条第１項第２号」を「健康保険法第７

４条第１項第２号に規定する場合に該当するものとして同項」に改め、同項第２号

中「高齢者の医療の確保に関する法律第６７条第１項」を「高齢者の医療の確保に

関する法律第６７条第１項第１号に規定する場合に該当するものとして同項」に改

める。 

   付 則 

 この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 
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議案第５７号参考資料 

甲賀市老人福祉医療費助成条例新旧対照表 

改正案 現行 

（用語） （用語） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

（１） 低所得老人 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）による

市町村民税を課せられている者がいない世帯に属する者であって、

次のいずれかに該当するもの（高齢者の医療の確保に関する法律（昭

和５７年法律第８０号）に規定する後期高齢者医療広域連合が行う

後期高齢者医療の被保険者を除く。）をいう。 

（１） 低所得老人 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）による

市町村民税を課せられている者がいない世帯に属する者であって、

次のいずれかに該当するもの（高齢者の医療の確保に関する法律（昭

和５７年法律第８０号）に規定する後期高齢者医療広域連合が行う

後期高齢者医療の被保険者を除く。）をいう。 

ア ６５歳に達する日の翌日の属する月の翌月（その日が月の初日

であるときは、その日の属する月）から７０歳に達する日の翌日

の属する月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月

の前月）までの間にある者 

ア ６５歳に達する日の翌日の属する月の翌月（その日が月の初日

であるときは、その日の属する月）から７０歳に達する日の翌日

の属する月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月

の前月）までの間にある者 

イ ７０歳に達する日の翌日の属する月の翌月（その日が月の初日

であるときは、その日の属する月）から７５歳に達する日までの

間にある者 

イ 平成２６年４月１日以後に７０歳に達した者 

（２）～（４） （略） （２）～（４） （略） 

（助成の範囲） （助成の範囲） 

第３条 助成対象者の疾病又は負傷について保険給付が行われた場合に 第３条 助成対象者の疾病又は負傷について保険給付が行われた場合に



2/3 

おいて、当該保険給付の額（助成対象者が医療保険各法の規定により

一部負担金を支払わなければならない場合にあっては、当該保険給付

の額から当該一部負担金に相当する額を控除した額）が当該医療に要

する費用の額（健康保険法第８５条第２項に規定する食事療養標準負

担額及び同法第８５条の２第２項に規定する生活療養標準負担額を除

く。）に満たないときは、規則で定める手続に従い、当該助成対象者

に対し、その満たない額に相当する額（以下「被保険者等負担額」と

いう。）から、次の各号に掲げる者の区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める額（以下「一部負担金相当額等」という。）を控除した額を

老人福祉医療費として助成する。 

おいて、当該保険給付の額（助成対象者が医療保険各法の規定により

一部負担金を支払わなければならない場合にあっては、当該保険給付

の額から当該一部負担金に相当する額を控除した額）が当該医療に要

する費用の額（健康保険法第８５条第２項に規定する食事療養標準負

担額及び同法第８５条の２第２項に規定する生活療養標準負担額を除

く。）に満たないときは、規則で定める手続に従い、当該助成対象者

に対し、その満たない額に相当する額（以下「被保険者等負担額」と

いう。）から、次の各号に掲げる者の区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める額（以下「一部負担金相当額等」という。）を控除した額を

老人福祉医療費として助成する。 

（１） 前条第１号アに規定する者 健康保険法第７４条第１項第２

号に規定する場合に該当するものとして同項の規定の例により算定

した一部負担金に相当する額及び同法第８８条第１項に規定する指

定訪問看護事業者による指定訪問看護（以下「指定訪問看護」とい

う。）を受けた場合にあっては、同条第４項に規定する厚生労働大

臣が定める算定方法により算定した額 

（１） 前条第１号アに規定する者 健康保険法第７４条第１項第２

号                                     の規定の例により算定

した一部負担金に相当する額及び同法第８８条第１項に規定する指

定訪問看護事業者による指定訪問看護（以下「指定訪問看護」とい

う。）を受けた場合にあっては、同条第４項に規定する厚生労働大

臣が定める算定方法により算定した額 

（２） 前条第１号イに規定する者 高齢者の医療の確保に関する法

律第６７条第１項第１号に規定する場合に該当するものとして同項

の規定の例により算定した一部負担金に相当する額及び指定訪問看

護を受けた場合にあっては、同法第７８条第４項に規定する厚生労

働大臣が定める算定方法により算定した額 

（２） 前条第１号イに規定する者 高齢者の医療の確保に関する法

律第６７条第１項                                           

の規定の例により算定した一部負担金に相当する額及び指定訪問看

護を受けた場合にあっては、同法第７８条第４項に規定する厚生労

働大臣が定める算定方法により算定した額 

２～５ （略） ２～５ （略） 
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   付 則  

この条例は、令和４年１０月１日から施行する。  

 



議案第５８号  

 甲賀市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について  

 上記の議案を提出する。  

令和４年８月３０日  

                                          甲賀市長  岩 永 裕 貴   

 



   甲賀市営住宅条例の一部を改正する条例  

 甲賀市営住宅条例（平成１６年甲賀市条例第１４９号）の一部を次のように改正

する。 

 別表第１古城が丘団地の項を削る。 

   付 則 

 この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 
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議案第５８号参考資料 

甲賀市営住宅条例新旧対照表 

改正案 現行 

 （名称及び設置場所） 

第２条の２ 市営住宅の名称及び設置場所は、別表第１のとおりとする。 

別表第１（第２条の２関係） 

 （名称及び設置場所） 

第２条の２ 市営住宅の名称及び設置場所は、別表第１のとおりとする。 

別表第１（第２条の２関係） 

名称 設置場所 

（略） 

宇田団地 

 

甲賀市水口町宇田 

（略） 
 

名称 設置場所 

（略） 

宇田団地 甲賀市水口町宇田 

古城が丘団地 甲賀市水口町古城が丘 

（略） 
 

   付 則 

 この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

 

 



水口東中学・高等学校

城山中学校

水口小学校

団地場所

議案第５８号参考資料
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